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平成１８年度の普通交付税が７月２５日に決定された。

普通交付税は、地方交付税法（以下「交付税法」と

いう。）第１０条第３項の規定により、遅くとも毎年８

月末日までに決定することとされているが、今年度

についても交付税法等の一部改正法が３月中に成立

したことを受け、１３年連続で７月中に決定されたと

ころである。

＜全国の状況＞

今年度の普通交付税の総額は１４兆９,５２７億円で、う

ち市町村分が６兆５,００２億円、道府県分が８兆４,５２５

億円であり、昨年度（以下、昨年度とあるのは、平

成１７年度当初算定の数値である。）と比較すると、

△９,３１１億円、５.９％の減（市町村分△３,３４４億円、

４.９％の減、道府県分△５,９６７億円、６.６％の減）と

なっている。

なお、平成１３年度から、財源不足額の補てん措置

として、従来の交付税特別会計の借入金方式に替え

て臨時財政対策債を発行することとされており、基

準財政需要額の一部が臨時財政対策債に振り替えら

れているが、今年度はその金額が２兆９,０７２億円と昨

年度と比べ９.８％の減となっている。

したがって、地方交付税総額（特別交付税を含む）

１５兆９,０７３億円と臨時財政対策債総額２兆９,０７２億円

を合算した実質的な交付税額は１８兆８,１４５億円で、昨

年度に比べ６.５％の減となっている。

基準財政需要額（市町村分については、一般算定

と合併算定替有効分を合算したものによる。以下、

基準財政収入額についても同じ。）では、経常経費に

ついては、市町村分が１７兆７００億円で前年度比２.８％

の増、道府県分が１７兆１,０４２億円で６.７％の増となっ

ている。

これは、定員の計画的削減や一般行政経費等が地

方財政計画において抑制計上されているなかで、三

位一体の改革において一般財源化された国庫補助負

担金について、全額が基準財政需要額に算入されて

いることや、義務教育費国庫負担金の負担割合変更

に伴う道府県分の「小・中学校費」の増、児童扶養

手当給付費負担金及び児童手当国庫負担金の負担割

合変更・児童手当制度の拡充に伴う「社会福祉費」

の増、介護給付費負担金、老人医療給付費の増に伴

う「高齢者保健福祉費」の増、「生活保護費」の増等

により対前年度比で増となったものである。

なお、道府県分の増加率が市町村分より大きいの

は、義務教育費国庫負担金の負担割合変更や、国民

健康保険国庫負担金などの一般財源化による影響額

が市町村分より大きいためである。

投資的経費については、市町村分が３兆８,４２２億円

で前年度比１３.９％の減、道府県分が２兆６,９１０億円で

１０.０％の減となっている。地方財政計画において補

助事業、単独事業ともに対前年度マイナス計上であ

ることが反映された形となっている。

公債費については、市町村分が２兆２,３８８億円で前

年度比５.９％の増、道府県分が２兆６,０６７億円で３.８％

の増となっている。道府県分・市町村分ともに、「臨

時財政対策債償還費」、「財源対策債償還費」の増加

などによるものである。

また、臨時財政対策債振替額は、市町村分が１

兆４,０６２億円で前年度比１０.０％減、道府県分が１兆

４,５３６億円で前年度比９.８％減となっている。その結

果、臨時財政対策債振替後の基準財政需要額は、市

町村分で２１兆７,４４８億円、前年度比０.６％増、道府県

分で２０兆９,４８４億円、前年度比５.２％増となっている。

基準財政収入額では、市町村分が１６兆３,７２３億円で

昨年度に比べ３.９％の増（交付団体で３.４％の増）、

道府県分が１３兆７８９億円で１７.４％の増（交付団体で

１５.７％の増）となっている。これは、道府県分・市

町村分ともに景気動向等を反映しての住民税所得

割・法人関係税の増、税源移譲に伴う所得譲与税の

増、児童手当特例交付金の創設に伴う増等によるも

のである。

その結果、交付基準額は、市町村分で前年度比４.７％

減の６兆５,４３４億円、道府県分で６.４％減の８兆４,９７４

億円となっている。これは、税源移譲に結びつく国

庫補助負担金改革の対象が道府県分にウエイトが置

かれたことから、基準財政収入額において、道府県

の所得譲与税が大幅に伸びたことなどによる。この

結果、今年度の道府県分と市町村分の配分割合は、

道府県分５６.５％、市町村分４３.５％となり、昨年度に

Ⅰ 決定の概要
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比べて市町村分に０.４ポイントシフトした。（第１表）

不交付団体の数は、都道府県では、東京都に加え

て愛知県が不交付となり２団体、市町村では１６９団

体で、交付から不交付になったものが３５団体（うち

調整率によるもの２団体）、不交付から交付となった

ものが５団体、合併による団体数の減少が６団体で、

結果２４団体増加している。

調整率については、０.００２４４６３８２と決定され、そ

の影響額は８８１億４９百万円となった。（第２表）

なお、府内市町村（大阪市・堺市含む。以下同じ。）

の影響額は３２億７４百万円であった。

＜府内の状況＞

府内市町村の決定総額は２,１２６億９８百万円で、昨

年度と比べると２４７億４９百万円、１０.４％減となった。

全国の市町村分よりも府内市町村分が減少している

のは、基準財政需要額は全国を上回る伸びを示した

ものの、基準財政収入額では、所得割の増加率が全

国を上回っていることや、基準財政収入額に占める

割合が全国よりも比較的高い法人税割の増加が大き

く影響していることが主な要因である。

不交付団体数は、昨年度からの４団体に茨木市、

高石市が加わり６団体となった。また、これらの不

交付団体の財源超過額は、７７億８１百万円であり、昨

年度と比べて７億３１百万円、８.６％の減となった。

（第３表・第４表）

基準財政需要額の増減の主な要因は、経常経費に

ついては、「清掃費」「消防費」「小学校費（学校数）」

「中学校費（学校数）」等が減少している一方、「社会

福祉費」「その他の諸費（人口）」等が伸びた結果、

昨年度比で３.７％の増となった。（全国市町村は２.８％

の増）。

投資的経費については、地方財政計画における投資

的経費縮減などにより、昨年度と比べると、１３.３％

の減となった（全国市町村は１３.９％の減）。

公債費については、「臨時財政対策債償還費」、「減

税補てん債償還費」などが増加したことにより６.１％

の増となった（全国市町村は５.９％の増）。

この結果、基準財政需要額は、臨時財政対策債振

替前比較で１.２％増（全国市町村は０.１％減）、振替

後で１.７％の増となった（全国市町村は０.６％の増）。

一方、基準財政収入額では、「所得譲与税」が大幅

な増となり、「法人税割」についても引き続き増とな

ったため、総額では３.９％の増となっている（全国

市町村３.９％の増）。

平成１８年度の地方財政は、地方税収入や地方交付

税の原資となる国税収入が回復傾向にある一方で、

公債費が高い水準で推移することや社会保障関係経

費の自然増等により、依然として大幅な財源不足が

生じるものと見込まれた。このような非常事態とも

いうべき地方財政の状況を踏まえ、歳出については、

Ⅱ 地方財政対策
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第１表　道府県分と市町村分の配分割合の推移

第２表　平成１８年度調整率算出基礎
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累次の「基本計画」や総人件費改革基本指針等に沿

って、国の歳出予算と歩を一にして見直すこととさ

れ、定員の純減や給与構造改革等による給与関係経

費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、これらを

通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることに

より、財源不足額の圧縮を図ることとする一方、国

と地方の信頼関係を維持しながら三位一体の改革を

着実に推進するため、安定的な財政運営に必要な地

方税、地方交付税等の一般財源の総額を確保するこ

とを基本として地方財政対策が講じられた。その概

要は次のとおりである。

平成１６年度に講じられた平成１８年度までの制度改

正に基づき、財源不足のうち建設地方債（財源対策

債）の増発等を除いた残余については、引き続き国

と地方が折半して補てんすることとされた。このう

ち、国負担分については国の一般会計からの加算に

よって、地方負担分については臨時財政対策債によ

って補てん措置を講じることとされた。また、臨時

財政対策債の元利償還金相当額については、その全額

を後年度の基準財政需要額に算入することとされた。
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第３表　算定結果の概要

第４表　不交付団体数の推移（当初算定ベース）
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以下、個々の項目について具体的に説明する。

（第５表）

１．恒久的な減税に伴う減収の補てんについて

恒久的な減税による地方財政の影響額３兆３７６億円

のうち、地方税の影響分１兆８,０８０億円については、

次の方法により完全に補てんすることとされた。

（１） 国のたばこ税の一部移譲 １,１４２億円

（２） 法人税の交付税率引上げ ４,９６２億円

（３） 地方特例交付金の交付 ７,４５６億円

（４） 減税補てん債の発行 ４,５２０億円

また、影響額３兆３７６億円のうち、国税減収による

地方交付税影響分１兆２,２９６億円については、国と地

方が折半して負担することとされた。

これとあわせて、平成１９年度以降、恒久化される

地方税の減収については、次の措置により補てんす

ることとされた。

（１）平成１９年度以降、地方たばこ税の増収措置

を恒久化すること

（２）平成１９年度以降、法人税に係る地方交付税

率については、３４％とすること

（３）平成１９年度以降において、（１）及び（２）

の措置によって補てんされない減収相当額に

ついては、国と地方が折半して補てんする措

置を講じること

（４）減税補てん特例交付金は廃止するが、経過

措置として、平成１９年度は４,０００億円、平成

２０年度は２,０００億円の特例交付金を交付（※）

（※）平成１９年度地方財政対策において、地方税収の

動向を踏まえ、総額を変えない範囲で、交付期間

を２年から３年に延長し、平準化された。

○Ｈ１９－２１：各年度２,０００億円

（５）（４）の額は、（３）の措置により国が負担

することとなる額に含まれること

なお、昨年度まで行われていた平成１５年度税制改

正における先行減税に伴う財政措置については、増

収額が減収額を上回るため、特段の措置は講じられ

ない。

２．通常収支の不足の補てんについて

恒久的な減税分を除いた通常収支については、５

兆７,０４４億円の財源不足が生じることとなった。

これについては、まず建設地方債（財源対策債）

によって１兆６,５００億円を補てんし、一般会計からの

法定加算額（既往法定分等）４,４４３億円を交付税特

別会計に繰り入れることとされた。その上で残る３

兆６,１０１億円から、地方が負担する既発の臨時財政対

策債の元利償還等に係る臨時財政対策債の発行額２

兆２,０４３億円を差し引いた１兆４,０５８億円について、国

と地方が折半（各７,０２９億円）してそれぞれ補てん措

置が講じられることとなった。

このうち、国負担分については全額を一般会計か

らの加算額（臨時財政対策加算）として、交付税特

別会計に繰り入れることとされた。

また、地方負担分については、全額を臨時財政対

策債の発行により補てんすることとされた。従って、

平成１８年度における臨時財政対策債発行額は、上述

の２兆２,０４３億円を加え、２兆９,０７２億円が計上され

た。

なお、平成１８年度税制改正により所得税から個

人住民税への税源移譲が実施されることに伴う所得

税に係る地方交付税率分の減少影響を緩和するた

め、地方財政に与える影響を勘案しつつ、平成１９

年度は２,６００億円、平成２０年度は２,０００億円、平成

２１年度は１,４００億円を交付税総額に加算することと

された（※）。

（※）平成１９年度地方財政対策において、上記２,６００億円を含

む一般会計加算（既往分）については、平成２２年度以降

３年間均等に加算されることとなった。

３．国庫補助負担金の改革に伴う財源措置について

累次の「基本方針」並びに平成１６年及び平成１７年

の「政府・与党合意」を踏まえた平成１８年度までの

国庫補助負担金改革の合計額は４兆６,６６１億円となっ

た。

このうち、税源移譲に結びつく改革額は３兆１,１７６

億円であり、これについては、その全額を地方財政

計画に計上するとともに、施設整備費の一般財源化

に伴い特別の地方債が充てられるものを除き地方交

付税の基準財政需要額に全額算入することとされた。

また、これに伴い、３兆９４億円を所得譲与税とし

て税源移譲するとともに、基準財政収入額に全額算

入することとされた。
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なお、税源移譲することとされている施設整備費

に係る国庫補助負担金のうち公立学校等施設整備費

補助金、次世代育成支援対策施設整備費交付金及び

地域介護・福祉空間整備等施設整備費交付金の一部

については、地方公共団体において引き続き必要な

事業を円滑に実施できるよう、従来の補助金相当分

については、特別の地方債を充当し、当該地方債の

元利償還金については、後年度その全額を基準財政

需要額に算入することとされている。

４．児童手当制度の拡充に伴う財源措置

平成１８年度より、児童手当の制度拡充（支給対象

年齢の引き上げ及び所得制限の緩和）に伴う地方負

担の増加に対応するために、地方特例交付金（児童

手当特例交付金）が創設された。これは、減税補て

ん特例交付金と同様、普通交付税の交付・不交付を

問わず交付される。

平成１８年度における各地方団体への交付額は、各

都道府県（各市町村）の児童手当支給対象児童数に

より、それぞれ３５２億円を按分した額とされている。

なお、児童手当特例交付金の算定については、拡

充された小学校４年生から６年生までの支給対象児

童数で行うこととされているが、平成１８年度の算定

においては、拡充分の児童数の把握が困難であるこ

とから、特例として拡充前の３歳から小学校３年生

までの支給対象児童数を用いることとされている。

５．決算かい離の一体的是正に伴う財源措置

平成１８年度においても、ハードからソフトへと政

策転換を進める地方の実情に応じ、平成１７年度に引

き続き、地方財政計画歳出の投資的経費（単独）を

２兆円（一般財源ベースで１兆円）減額する一方、

一般行政経費（単独）を１兆円（全額一般財源）増

額することにより、地方財政計画と決算の一体的な

かい離是正が行われた。このかい離是正分の一般財

源に相当する地方財源不足分については、他の財源

不足と同様、基本的にはその１／２を国が、１／２

を地方が負担することとされているが、平成１８年度

は全額臨時財政対策債により措置することとされ、

今後５年で、段階的に通常の財源不足の補てん措置

に移行することとされている。

なお、この間において、本来であれば国負担分と

なる分との差額については、後年度に交付税総額に

加算することにより調整することとされている。

交付税法附則第３条には、「政府は、地方財政の状

況等にかんがみ、当分の間、第６条第２項の規定に

より算定した交付税の総額について、法律の定める

ところにより、交付税の総額の安定的な確保に資す

るため必要な特例措置を講ずること」と定められて

いる。この規定に基づき、平成１８年度分の交付税総

額の特例を定める規定として、同法附則第４条が３

月の交付税法等の一部改正法により改正された。そ

の結果、地方交付税総額の算定基礎は第６表のとお

りとなった。

一般会計から繰り入れる地方交付税の額（入口

ベ－ス）は、次の①～⑤により １３兆７,４２５億円

となっている。

この一般会計からの繰入額（入口ベ－ス）に次の

⑥～⑩の額を加算、控除した額 １５兆９,０７３億円

（対前年度当初△９,９０６億円、５.９％減）が交付税特

別会計における地方交付税総額（出口ベ－ス）とな

っており、このうち普通交付税は１４兆９,５２７億円（同

△９,３１２億円、５.９％減）、特別交付税は９,５４６億円

（同△５９５億円、５.９％減）となっている。

①　所得税及び酒税の収入見込額１４兆３,６００億円の

３２％に相当する額４兆５,９５２億円、法人税の収入見

込額１３兆５８０億円の３５.８％に相当する額４兆６,７４８億

円、消費税の収入見込額１０兆５,３８０億円の２９.５％に相

当する額３兆１,０８７億円並びに国たばこ税の収入見込

額９,４００億円の２５％に相当する額２,３５０億円の合計額

１２兆６,１３７億円

②　過年度精算分 △８７０億円（注１）

③ 法附則第４条第１項第２号に基づく加算額

２,７４７億円

④ 通常収支及び恒久的減税、国庫補助負担金見直

しに係る国負担借入金の利子相当額加算額

２,３８２億円（注２）

⑤　臨時財政対策のための加算額

７,０２９億円

Ⅲ 平成１８年度地方交付税総額
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⑥　交付税特別会計借入金

１兆１,６１０億円（注３）

⑦　交付税特別会計借入金償還額

△７９９億円

⑧ 交付税特別会計借入金等に係る利子支払のため

の控除額 △６,７７３億円

⑨　剰余金の活用等 ４,７０２億円

⑩　前年度からの繰越金 １兆２,９０８億円

（注１）平成１８年度の国税五税の収入見込額の一定割合の額

から、平成９年度及び平成１０年度に係る精算額のうち平

成１８年度分の精算額を減額することとされた。

（注２）平成８年度から平成１８年度までの通常収支に係る国

負担借入金の利子相当額１,６８５億円と、平成１１年度から平

成１８年度までの恒久的な減税に係る国負担借入金の利子

相当額６８６億円、平成１５年度の国庫補助負担金の見直しに

係る国負担借入金の利子相当額１１億円が加算されること

となった。

（注３）恒久的な減税のうち国税の減税による交付税減収の補

てん分として１兆１,６１０億円（利払い分を含む）が計上さ

れることとなった。

１　基準財政需要額

（１）費目及び測定単位に関する事項

国の基本方針２００１において「国の関与の廃止・縮

小に対応して、できるだけ客観的かつ単純な基準で

交付税を決定するような簡素な仕組みにしていくべ

きである」と明記され、基本方針２００３においても同

様の方針が重ねて示された。これを受けて平成１７年

度は都道府県分の算定において、各種の費目及び測

定単位の統合が行われた。平成１８年度の算定では、

都道府県分・市町村分ともに算定における費目等の

統合は無かったが、都道府県分では補正係数の見直

しが進み、市町村分でも都道府県と同様の権限を持

つ政令市分から見直しを進めることとされた。

個々の費目及び測定単位の改正点は以下のとおり。

①　国勢調査人口の置き換え

平成１８年度の算定においては、人口を測定単

位とする各費目の測定単位が、平成１２年国勢調

査人口から、平成１７年に実施された国勢調査速

報値に基づく人口へと置き換えられた。

②　「高齢者保健福祉費」の測定単位の改正

平成１４年８月の老人保健法の改正を受けて、

「高齢者保健福祉費」のうち老人医療給付費負担

金に係る測定単位が改正されている。これは、

医療保険改革の一環として後期高齢者への施策

の重点化を図る観点から、老人保健法上の老人

医療の対象年齢が７０歳以上から７５歳以上に５年

間をかけて段階的に引き上げることとされ、平

成１４年１０月から施行されていることに対する措

置である。

具体的には、「高齢者保健福祉費」の老人医療

給付費負担金の測定単位について、交付税法第

１２条第１項及び第２項において７０歳以上人口か

ら７５歳以上人口に変更する改正を行うとともに、

同法附則第６条の２において同測定単位を平成

１５年度から毎年度段階的に１歳ずつ引き上げ、

平成１９年度には７５歳とする旨の経過措置を講じ

る改正が行われたものである。これにより、平

成１８年度の測定単位は平成１２年国勢調査におけ

る７４歳以上人口とされている。

③　「農業行政費」の測定単位の置き換え

「農業行政費」の測定単位である農家数は、

平成１８年度の算定から、２０００年世界農林業セン

サスの値から２００５年農林業センサスの値に置き

換えられた。

なお、２００５年農林業センサスによる耕地面積

や林野面積が、平成１８年度の算定に際して置き

換えられた。

（２）単位費用に関する事項

今年度の単位費用は第７表のとおりである。

ア　主要な改正点

今年度の単位費用に関する主な改正点は、以下

のとおりである。なお、①～⑯は経常経費に係る

もの、⑰～ は投資的経費に係るもの、 は公

債費に係るものである。

① 「消防費」については、消防防災設備整備

費補助金（一部）の一般財源化に伴う増がな

２３ ２２ 

Ⅳ 算定方法の主な改正点
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されたものの、給与単価の減等により、１．９％

の減となっている。

② 「都市計画費」については、需用費・委託

料の経費節減等により、２．４％の減となって

いる。

③ 「公園費（人口）」「公園費（都市公園の面

積）」については、実態調査を踏まえた見直し

等により、それぞれ２．５％の減、５．８％の減

となっている。

④ 「その他の土木費」については、公営住宅

家賃対策補助の一般財源化、公営住宅家賃収

入補助の完全な一般財源化（平成１７年度は半

分のみ一般財源化）等に伴い、２５．９％の大

幅増となっている。

⑤ 「小学校費（児童数）」については、平成１６

年度から、給食関係経費においてアウトソー

シングによる効率化を反映した単価を用いる

見直しが１６年度からの３ヵ年で段階的に行わ

れていることから、４．８％の減となっている。

また、「小学校費（学校数）」、「中学校費

（学校数）」においては、用務員給与費につい

て、その一部を臨時職員による措置に振り替

えるとみなした場合の給与単価に設定変更さ

れている（平成１６年度からの３ヵ年で段階的

に引き下げ）こと、教育用コンピューター関

係経費の減等から、１８年度はそれぞれ２１．７％

の減、１５．９％の減となっている。

⑥ 「その他の教育費（公立幼稚園児数）」につ

いては、給与単価の減、需用費の節減等によ

り５．３％の減となっている。

⑦ 「生活保護費」については、扶助費の増に

より２．７％の増となっている。

⑧ 「社会福祉費」については、児童扶養手

当・児童手当に係る負担割合の引上げ、児童

手当制度の拡充などにより、１９．８％の増と

なっている。

⑨ 「保健衛生費」については、国民健康保険

に係る基盤安定事業費の増、医療施設等運営

費補助金等の一般財源化等により、４．２％の

増となっている。

⑩ 「高齢者保健福祉費」については、６５歳以

上人口を測定単位とするものは、介護給付費

負担金の増により、３．３％の増となっている。

⑪ 「清掃費」については、平成１６年度からご

み収集の経費積算方法についてアウトソーシ

ングを前提とした見直しが段階的に行われて

いること、収集量の減等により、２．５％の減

となっている。

⑫ 「農業行政費」については、測定単位の置き

換えに伴う標準団体行政規模の見直し（３,５００

戸から３,０００戸に）や、農業共済事業事務費負

担金の一般財源化等により、１０．６％の増とな

っている。

⑬ 「その他の産業経済費」については、鉱業

従事者数に係る標準団体規模が段階的に見直

され、１８年度は３０人から２０人に縮減されて

いる影響や、法定森林病害虫等駆除費補助金

等の一般財源化等により、５．８％の増となっ

ている。

⑭ 「徴税費」については、税収増に伴う都道

府県民税徴収取扱交付金収入（特定財源）の

増等により、５．２％の減となっている。

⑮ 「戸籍住民基本台帳費（世帯数）」について

は、リース料の経費節減等により、３．２％の

減となっている。

⑯ 「その他の諸費（人口）」については、職員

数の見直しによる減があるものの、決算かい

離是正分の計上等により、１２．３％の増となっ

ている。「その他の諸費（面積）」については、

決算かい離是正分の計上等により、１５．２％の

増となっている。

以下は、投資的経費についてである。

⑰ 「港湾費（港湾分）」「港湾費（漁港分）」に

ついては、補助事業費・単独事業費の減がある

ものの、平成１４年度以降の財源対策債に係る事

業費補正分からの振替分の増により、それぞれ

２．２％の増、０．４％の微増となっている。

⑱ 「下水道費」については、平成１４年度許可

債から事業費補正の算入率の引き下げにより

標準事業費方式で算定される額が大きくなっ

91自治大阪 ／ 2007 － 2

00自治大阪2007年02月号  07.2.9 5:44 PM  ページ 91



ていることを反映し、７．８％の増となっている。

⑲ 「小学校費」「中学校費」については、標準

的な施設の再建築価格を耐用年数で除して算

定する方式で単位費用が積算されているが、

再建築価格の節減に伴い、それぞれ０.４％の減

となっている。

⑳ 「高等学校費」については、「小学校費」等

と同様の要因に加えて、公立学校等施設整備

費補助金（一部）の一般財源化により、５．３％

の増となっている。

「その他の産業経済費」については、経常

経費と同様、鉱業従事者数に係る標準団体規

模の段階的な見直しによる増の一方で、事業

費の減により、６．８％の減となっている。

「企画振興費」については、事業費の減、

旧地域総合整備事業債元利償還金の減等によ

り、２０．６％の大幅な減となっている。

公債費の単位費用は、理論償還表上の償還

の進行に伴う増減を反映するものであり、基

準となる許可債の年次進行により「地域財政

特例対策事業債償還費」が増加している。

イ　給与改善費及び追加財政需要額

給与改善費については、平成１８年度の国の予算

においても計上しないこととされたことを踏まえ、

地方財政計画においても計上されなかった。した

がって、給与改善費については、基準財政需要額

に算入しないこととされた（平成１５年度より同様

の措置）。

追加財政需要額については、年度途中における

予測しがたい財政需要に備えるため、地方財政計

画には前年度と同額の５,７００億円計上された。平

成１８年度においては、地方財政計画計上額のうち

災害分を除くものの概ね２分の１程度が各費目の

給与関係経費に応じて基準財政需要額に算入され

ている（平成１６年度より同様の措置）。

（３） 補正に関する事項

今年度の補正に関する主な改正点は、以下のとお

りである。

①　態容補正

ア　普通態容補正

普通態容補正に用いられている共通係数は、

各費目に共通する「行政の一般的質量の差」を

反映させるもので、その基礎に給与差を用いて

いる。また、個別係数は、各費目に固有の行政

の質量差を反映させるものである。

共通係数は、給与構造改革に伴い、平成１８年

度の算定において大きく変更された。すなわち、

給与構造改革により、民間賃金の地域格差が適

切に反映できるよう、調整手当が廃止され、地

域手当が支給されるようになった。これに伴い、

平成１７年度までは種地別に共通係数が算出され

ていたが、１８年度から地域手当の支給割合に基

づいて定める「地域手当の級地」別に共通係数

を設定することとされた。

地域手当の級地は、支給割合により１級地か

ら６級地まで及び無級地の７級地に区分される。

地域手当の級地の区分と地域手当の支給割合は

次のとおりとされている。

ただし、最長平成２１年度までの間、国家公務

員の地域手当の支給割合については、従前の調

２３ 

２２ 

２１ 

92 自治大阪 ／ 2007 － 2

給与改善費及び追加財政需要額の対前年度比

00自治大阪2007年02月号  07.2.9 5:44 PM  ページ 92



整手当の支給割合と地域手当の支給割合の差異

が段階的に縮小するよう経過措置が講じられる

ことから、それまでの間においては、当該経過

措置による支給割合を反映した「地域手当の級

地区分」別に共通係数を設定することとされた。

各市町村の「地域手当の級地区分」は給与情

報（平成１７年９月２６日総務省給与能率推進室第

７号）に示された各市町村の地域手当支給割合

及び調整手当支給割合に基づき定められている。

平成１８年度の「地域手当の級地区分」別の共

通係数は、経過措置による地域手当の支給割合

のほか、地方公務員給与実態調査結果を踏まえ

た本俸等の額に基づき、次のとおり算出されて

いる（参考に道府県分の共通係数も示す）。

これに対して、個別係数については、従前ど

おり種地別に算定することとされた。ただし、

平成１７年度まではⅠ－１０種地・Ⅰ－９種地及び

Ⅰ－８種地においては、調整手当の支給割合に

対応した細区分が設けられていたが、給与差に

ついては地域手当の級地区分別の共通係数によ

り反映することとされたため、細区分が廃止さ

れている。

また、平成１８年度より、個別係数については

地方財政計画における一般行政経費の抑制、最

近の決算の状況、地方団体の予算計上における

シーリングの状況等を勘案して、３年間で１０％

程度の一律削減を行うこととされた。

個々の費目の改正点は以下のとおりである。

「消防費」において、「消防本部及び消防署を

置かなければならない市町村を定める政令」に

基づき指定された町村以外の町村等に対する行

政権能差による補正（乗率０．４）は平成１５年度

をもって廃止された。新たに、消防本部及び消

防署を置き消防活動を開始している市町村以外

の市町村に対する補正率が平成１６年度から設け

られたが、平成１８年度においては、この補正率

が０．７に引き上げられた（平成１７年度０．６）。

「下水道費」の投資的経費において、補正に

よる影響がわずかであること、人口一人当たり

繰出額と種地との相関が低くなっていることか

ら、平成１７年度から２年間で段階的に廃止する

こととされており、平成１８年度をもって廃止さ

れた。

「小・中学校費」において、これまで児童・

生徒数を測定単位とするもの、学級数を測定単

位とするもの、学校数を測定単位とするものそ

れぞれに適用されてきた普通態容補正の個別係

数について、コンピュータ経費など単位費用の

経費に都市化の程度に応じた物価差が認められ

なかったため、平成１６年度から３年間で段階的

に廃止することとされた。平成１８年度は、この

方針に従い個別係数が廃止された。

「生活保護費」において、扶助費の基準単価

差を種地別に単価差率を設けて反映することと

されているが、平成１８年度においても厚生労働

省の扶助基準に基づき種地ごとの単価差が見直

されている。

「社会福祉費」において、児童福祉法の改正
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により平成１８年度より政令で定める市について

は児童相談所を設置することができることとな

ったことに伴い、児童相談所設置市の行政権能

差による増加需要額を算入することとされてい

る。

「清掃費」において、ごみ収集経費について

は、民間委託の場合の経費を算定の基礎として

いくこととし、平成１６年度からの３年間で見直

しを行うこととされている。これは、種地区分

が高い団体において収集単価が高い傾向にある

ことから、単位費用の引き下げと併せて個別係

数の引き下げが行われるもので、平成１８年度は

その最終年度に当たる。

「戸籍住民基本台帳費（戸籍数・世帯数）」に

おいては、個別係数を平成１６年度から３年間で

段階的に廃止することとされ、平成１８年度はそ

の最終年度にあたる。これは、個別係数設定の

根拠である取扱事務件数に都市化の程度による

差が認められないことを受けた措置である。

イ　経常態容補正

経常態容補正は、人口の年齢別構成等、市町

村の種地または級地と関係のない態容に基づく

行政経費の差異のうち、経常経費に係るものを

需要額に反映するための補正である。

また、平成１７年度から新たに経営努力に対応

した基準財政需要額の増減を行う算定が、経常

態容補正により行うこととされた（行革インセ

ンティブ算定）。従来、基準財政需要額は、地方

財政計画における地方公務員の削減や、道路の

維持管理・庁舎管理・ごみ収集業務等の民間委

託等による経費削減を前提として算定されてい

る。これに対して、市町村がより一層の行革を

行うことにより経費を節減した場合には、その

分、地方交付税が削減されるのではなく、他の

施策の財源が確保される仕組みとなっている。

この意味で、地方交付税制度は行革努力を引き

出す仕組みとなっている。

このような仕組みに加えて、地方団体により

徹底した行革の推進が求められていることや、

地方交付税の算定について、行政運営の効率

化・合理化の要請の反映や地方団体の課税努力

等の自助努力を更に促すような仕組みの検討が

求められていることを踏まえ、平成１７年度より

行革インセンティブ算定が導入された。

平成１８年度においては、これが更に拡充され、

新たに「企画振興費」において、経常態容補正

Ⅱが創設された。これは、行政改革に積極的に

取り組んでいる団体は、単に経費の削減のみを

目的としているのではなく、それにより捻出し

た財源を活用して地域振興施策の展開に努めて

いるという状況を踏まえ、地域振興関係経費に

ついて、行革の実績を示す指標に応じて算定を

行うこととされたものである。

また、平成１８年度地方財政計画における決算

かい離是正の影響を調整するため、「その他の諸

費（人口）」及び「その他の諸費（面積）」にお

いて経常態容補正が新設された。

個々の費目の改正点は、以下のとおり。

「その他の産業経済費」の経常態容補正は、

林業、漁業及び鉱業の各産業別従業者１人当た

りの所要一般財源の差を反映するために設けら

れたものであるが、単位費用における措置状況

を基に、所要の改正が行われたものである。

「企画振興費」においては、上述のとおり行

革努力による地域振興への取組強化に伴い、地

域振興関係経費について、歳出削減の実績を示

す指標に応じて算定することとされた。具体的

には、人件費等の対象経費の削減率が全国平均

を上回る団体について、地域振興関係経費を割

り増す補正係数が新設された。

＜算式＞

｛Ａ×（Ｘ１*Ｙ１＋Ｘ２*Ｙ２）×（α－１）｝／

Ａ×４,５７０円

Ａ：当該市町村の測定単位（人口）

４,５７０円：単位費用

Ｘｎ：単位費用中の地域振興関係経費の額

Ｙｎ：Ｘｎに適用される連乗補正係数

α：対象経費（人件費（退職金を除き、投資的

経費のうちの人件費を含む）、物件費、維持

補修費、補助費等及び繰出金）に係る当該
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団体の削減率が、全国平均の削減率を上回

ることによる割増係数（１＜α≦２）

αの算式は、その他の諸費（人口）の行

革インセンティブ算定に用いる「符号α」

の算式と同じ

なお、条件不利地域において行革努力を行い

つつ、地域振興を積極的に行っている市町村に

ついては、更なる割増を行うこととされた。具

体的には、ｉ）財政力指数が全国平均未満、ｉｉ）

税収が増加、ｉｉｉ）第一次産業就業者比率が全国

平均超の三条件の全てを満たす市町村について、

符号αの値が２倍にされている（府内市町村該

当なし）。

「徴税費」においては、行革努力を反映させ

るため、平成１７年度から経常態容補正が適用さ

れている。具体的には、単位費用において措置

された「徴税強化に要する経費」の２分の１相

当額について、①当該団体の徴収率の増減（符

号α）と、②当該団体の徴収率と全国平均の徴

収率との差（符号β）を均等に反映することと

されている。

＜算式＞

Ａ＋Ｂ×［０.５×｛（α＋β）＋１｝＋０．５×γ］

Ａ：単位費用に占める徴税強化に要する経費以

外の経費の割合（９８２１／１００００）

Ｂ：単位費用に占める徴税強化に要する経費の

割合（１７９／１００００）

α：前３年平均の徴収率よりも上昇（下落）す

ることによる割増（割落）係数

算式：｛（ｎ－２）年度の徴収率－

（ｎ－５～ｎ－３）年度の平均徴収率｝

×０．５

β：全国平均の徴収率より高い（低い）ことに

よる割増（割落）係数

算式：｛（ｎ－２）年度の徴収率－

（ｎ－２）年度の全国平均徴収率｝

×０．５

γ：徴収強化に要する経費の標準団体一般財源

の２分の１（世帯数３７，０００世帯段階におい

ては５，０００千円）相当額を基準として、世

帯数段階に応じて設定された額（３００千円

～１７，６００千円）を算入するための係数

「その他の諸費（人口）」においては、平成

１７年度から行革努力を反映させるため経常態容

補正Ⅰが適用されている。具体的には、単位費

用において措置された「歳出削減の取組強化に

要する経費」の２分の１相当額について、歳出

削減の実績を示す指標（符号α）に応じて割増

し又は割落としが行われる。

＜算式＞

Ａ＋Ｂ×（α×０.５＋β×０.５）

Ａ：単位費用に占める歳出削減の取組強化に要

する経費以外の経費の割合（９８３３／１００００）

Ｂ：単位費用に占める歳出削減の取組強化に要

する経費の割合（１６７／１００００）

α：対象経費（人件費、物件費等）に係る当該

団体の増減率が、全国平均の増加率より低

い（高い）ことによる割増（割落）係数

（０≦α≦３）

算式：１＋

（全国平均増減率－当該団体増減率）

β：歳出削減の取組強化に要する経費の標準団

体一般財源の２分の１（人口１０万人段階に

おいては１０，０００千円）相当額を基準とし

て、人口段階に応じて設定された額（１,７００

千円～６６,７００千円）を算入するための係数

また、平成１８年度における地方財政計画と決

算のかい離是正を調整するため、単位費用にか

い離是正に係る経常経費の需要額を一括して算

入した上で、決算かい離是正により基準財政需

要額が変動して財政運営に支障が生じることの

ないよう、経常態容補正Ⅱを適用することとさ

れた。

具体的な経常態容補正Ⅱの算式は次のとおり

とされた。

＜算式＞

α×０.０７１６【均等割】＋β×０.０５３６【人口割】

α：標準団体の均等割算入額（９８,０００千円）を

基準として、人口段階に応じて設定した額

を算入するための係数
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β：その他の諸費（人口）の段階補正係数

「その他の諸費（面積）」について、平成１８

年度から決算かい離是正に対応して、経常態容

補正Ⅱが新設されている。

具体的な経常態容補正Ⅱの算式は次のとおり

とされた。

＜算式＞

α／０．００３ ただし、０．５≦（α／０．００３）≦２.０

α：当該市町村の面積／当該市町村の人口

０．００３：αの全国平均

②　段階補正

段階補正は、人口等の測定単位の増減に応じて、

単位当たりの費用が割安又は割高になることを補

正するものである。ここ数年、三位一体の改革に

伴い国庫補助負担金の一般財源化が増えているこ

とから、段階補正係数等の設定について注意が必

要となっている。

一般財源化分について実績に応じた算定がなさ

れる場合には、単位費用に所要経費を算入した上

で、実績を反映する指標を用いて単位費用による

算入額を加減する密度補正（調整）が適用される

場合が多い。この場合、調整密度補正の算式にお

いて、単位費用算入分が控除されるが、この控除

される額は段階補正や普通態容補正が加味されず

単純に測定単位に比例するため、段階補正・普通

態容補正による割増し・割落としが密度補正対象

経費に生じないようにしなければならない。

例えば、人口を測定単位とする費目で一般財源

化分需要額が新たに密度補正の対象とされる場合

には、段階補正の人口段階別財政需要額の算出に

際して密度補正対象経費が人口比例で積算される

とともに、態容補正において個別（割増）係数の

対象から除外される。この結果、段階補正では人

口比例経費の割合が増加することにより、人口規

模が大きい団体ほど係数が高くなり、普通態容補

正係数では個別係数が小さくなる等の増減が生じ

る。これらの増減は、当該経費を密度補正におい

て的確に算定するためのものであり、個別市町村

の需要額に有利不利を生じさせる性格のものでは

ないことに注意する必要がある。

③　数値急増補正

ア　人口急増補正Ⅰ

人口急増補正Ⅰについては、従来、人口を測

定単位とする経常経費に適用され、各費目にお

いて補正が行われていたが、平成１０年度から

「その他の諸費（人口）（経常）」において包括的

に算入されている。

本補正は、測定単位である人口の国勢調査時

から今年度の算定基準日である平成１８年４月１

日までの人口の増加を反映させるもので「数値

代置方式」と呼ばれている。

平成１２年度までは全国平均増加率以上の団体

が対象とされていたが、人口全体の増加率が以

前より低くなっていること等から、平成１３年度

より、住民基本台帳登載人口の増加率が人口増

加団体における平均増加率を超える団体につい

てのみ適用することとされた。今年度は、平成

１７年９月３０日から平成１８年３月３１日までの住民

基本台帳登載人口の増加率が人口増加団体にお

ける平均増加率（１．００３）を超える市町村につ

いて適用されている。

○算式
Ａ

人口急増補正Ⅰ係数－１＝（─－１.００３）×α
Ｂ

〔算式の符号〕

Ａ：平成１８年３月３１日現在の住民基本台帳登

載人口

Ｂ：平成１７年９月３０日現在の住民基本台帳登

載人口

α：４.６

イ　人口急増補正Ⅱ

人口急増補正Ⅱについても、平成１０年度より

人口急増補正Ⅰと同様に、「その他の諸費（人

口）（投資）」において包括的に算入されており、

人口が一定の率以上増加している市町村に対し

て投資的経費を割増算入するために適用されて

いる補正である。

人口急増補正Ⅰと同様に、平成１７年９月３０日

から平成１８年３月３１日までの住民基本台帳登載

人口の増加率が人口増加団体における平均増加
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率（１.００３）を超える市町村について適用されて

いる。

○算式
Ａ

人口急増補正Ⅱ係数－１＝（─－１.００３）×α
Ｂ

〔算式の符号〕

Ａ：平成１８年３月３１日現在の住民基本台帳登

載人口

Ｂ：平成１７年９月３０日現在の住民基本台帳登

載人口

α：２．９

ウ　６５歳以上人口急増補正Ⅰ

６５歳以上人口急増補正Ⅰは、６５歳以上人口

を測定単位とする「高齢者保健福祉費（６５歳以

上人口）（経常）」に適用される。その考え方は、

人口急増補正Ⅰと同様「数値代置方式」であり、

国勢調査以降の６５歳以上人口の増加に伴う財政

需要の増加を基準財政需要額に反映させるため

の補正である。

平成１３年度までは住民基本台帳登載６５歳以上

人口が全国平均増加率を超える団体について対

象とされていたが、平成１４年度より同人口の増

加団体における平均増加率（平成１８年度につい

ては１．１５４）を超える市町村に適用されること

となった。

なお、この補正は、「高齢者保健福祉費」が創

設された平成６年度から適用されているが、当

時は算定年度の４月１日の数値を用いて算定し

ていた密度補正が適用される経費が、当該費目

の需要額に占める割合が低かったため、単位費

用全体に乗じられてきた経緯がある。しかしな

がら、近年、密度補正経費の割合が急増してい

ることから、平成１６年度より急増補正の割増対

象は密度補正が適用されない単位費用部分に限

定されており、平成１８年度においては０．４４６

（昨年度０．４６７）を乗じて算出されている。

○算式
Ａ

６５歳以上人口急増補正Ⅰ係数－１＝（─－１.１５４）
Ｂ

×０.４４６

〔算式の符号〕

Ａ：平成１８年３月３１日現在の６５歳以上の住民

基本台帳登載人口

Ｂ：平成１３年３月３１日現在の６５歳以上の住民

基本台帳登載人口

標準団体一般財源（１,６９６,７８７千円）－急増補正対象外経費（９４０,１０１千円）
０.４４６：――――――――――――――――――

標準団体一般財源（１,６９６,７８７千円）

エ　６５歳以上人口急増補正Ⅱ

６５歳以上人口急増補正Ⅱについては、「高齢

者保健福祉費（投資）」に適用される。その考え

方は人口急増補正Ⅱと同様で、６５歳以上人口が

一定の率以上増加している市町村に対して投資

的経費を割増算入するためのものである。

また、６５歳以上人口急増補正Ⅰと同様に、増

加率が全国平均（１.１５４）を超える市町村に適

用されている。

○算式
Ａ

６５歳以上人口急増補正Ⅱ係数－１＝─－１.１５４
Ｂ

〔算式の符号〕

Ａ：平成１８年３月３１日現在の６５歳以上の住民

基本台帳登載人口

Ｂ：平成１３年３月３１日現在の６５歳以上の

住民基本台帳登載人口

オ　７４歳以上人口急増補正Ⅰ

７４歳以上人口急増補正Ⅰは、７４歳以上人口

を測定単位とする「高齢者保健福祉費（７４歳以

上人口）（経常）」に適用される。その考え方は、

人口急増補正Ⅰと同様「数値代置方式」であり、

国勢調査以降の７４歳以上人口の増加に伴う財政

需要の増加を基準財政需要額に反映させるため

の補正である。

この補正は、本来であれば７４歳以上人口の住

民基本台帳登載人口の増加率を用いて算定され

るべきであるが、各市町村においては５年刻み

の人口段階で統計処理しており、１年刻みでの

数値を使うことは事務負担が大きいことから、

住民基本台帳登載の７５歳以上人口の増加率を指

標として７４歳以上人口急増補正Ⅰが行われるこ
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ととなった。

なお、この急増補正についても他の急増補正

と同様に、平成１３年３月３１日から平成１８年３月

３１日までの７５歳以上人口の増加団体の平均増加

率（１．２７４）を超える市町村について適用され

ている。

○算式
Ａ

７４歳以上人口急増補正Ⅰ係数－１＝─－１.２７４
Ｂ

〔算式の符号〕

Ａ：平成１８年３月３１日現在の７５歳以上の住民

基本台帳登載人口

Ｂ：平成１３年３月３１日現在の７５歳以上の住民

基本台帳登載人口

カ　世帯数急増補正

世帯数急増補正は、世帯数を測定単位とする

経常経費（「徴税費」及び「戸籍住民基本台帳費

（世帯数）」）に適用され、その考え方は人口急増

補正Ⅰと同様の「数値代置方式」であり、世帯

数の増加に伴う財政需要の増加を基準財政需要

額に反映させるための補正である。

平成１３年度までは全国平均増加率以上の世帯

数増加団体が対象であったが、平成１４年度から、

平成１２年９月３０日から平成１８年３月３１日までの

住民基本台帳登載世帯数の増加率が世帯数増加

団体における平均増加率（１．０６９）を超える市

町村に適用されている。

○算式
Ａ

世帯数急増補正係数－１＝─－１．０６９
Ｂ

〔算式の符号〕

Ａ：平成１８年３月３１日現在の住民基本台帳登

載世帯数

Ｂ：平成１２年９月３０日現在の住民基本台帳登

載世帯数

④　数値急減補正

ア　人口急減補正

人口急減補正については、人口を測定単位と

する経常経費に適用され、平成１０年度より人口

急増補正と同様に、「その他の諸費（人口）（経

常）」において包括的に算入されている。

本補正は、人口の急減する市町村が、人口変

動の少ない同規模の市町村に比べて、経常経費

に係る人口１人当たりの単価が割高となるため、

減少人口の一定割合を復元させるためのもので

ある。

これは、人口が急減する市町村では、人口減

少に応じて直ちに経費の削減を図ることは困難

であり、測定単位の減少に即応して基準財政需

要額が減少すると、財政運営に支障を来す恐れ

があることから激変緩和措置として設けられて

いるものである。

以前は、昭和５５年国勢調査人口から平成１２年

国勢調査人口の減少数を復元する算式（旧算式

Ⅰ）と、平成７年国勢調査人口から平成１２年国

勢調査人口の減少数を復元する算式（旧算式Ⅱ）

に基づき、「その他の諸費（人口）」において６

費目分が一括して措置されてきた。平成１４年度

以降、旧算式Ⅰの復元率は段階的に縮減され、

平成１７年度に旧算式Ⅱ分のみに一本化された。

平成１８年度においては、平成１２年国勢調査人

口から平成１７年国勢調査人口への置き換えが行

われることに伴い、平成１２年国勢調査人口から

平成１７年国勢調査人口の減少数を復元するもの

に改められている。その復元率は９０％である。

なお、対象は人口減少団体の平均減少率

（１．０２８）を超える団体とされている。

○算式

人口急減補正係数－１＝

（Ｂ／Ａ－１．０２８）×３．９×α

（注）負数になる場合は０とする。

［算式の符号］

Ａ：平成１７年国勢調査人口

Ｂ：平成１２年国勢調査人口

α：０．９

イ　学級数・学校数急減補正

学級数・学校数急減補正は、測定単位である

「学級数・学校数」の急激な減少に伴う需要額の激

変緩和措置として適用される。具体的には算定年
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度の学級数・学校数が前年から３年前までの各年

度の数をいずれも下回る団体について、前年の減

少分の９０％、２年前の減少分の６０％、３年前の減

少分の３０％がそれぞれ復元されるものである。

○算式

学級数（学校数）急減補正係数－１＝

１
―×｛（Ｂ－Ａ）×０.９＋（Ｃ－Ｂ）×０.６
Ａ

＋（Ｄ－Ｃ）×０.３｝

（注）（Ｂ－Ａ）、（Ｃ－Ｂ）、又は（Ｄ－Ｃ）が負数となると

きは、それぞれ０とする。

Ａの数値がＢ、Ｃ、Ｄのいずれの数値以上となるときは

（Ｂ－Ａ）、（Ｃ－Ｂ）、（Ｄ－Ｃ）は０とする。

［算式の符号］

Ａ：測定単位の数値（学級数・学校数）

Ｂ：平成１７年５月１日現在の測定単位の数値

（学級数・学校数）

Ｃ：平成１６年５月１日現在の　　　〃

Ｄ：平成１５年５月１日現在の　　　〃

ウ　農家数急減補正

農家数急減補正は、測定単位である「農家数」

の置き換えに伴う「農業行政費」の激変緩和措置

として適用されるものであり、平成１８年度より、

農林業センサスの更新に伴い、２０００年世界農林業

センサスによる農家数と２００５年農林業センサスに

よる農家数を比較し、その間の減少数の一定割合

が復元されることとなった。その復元率は９０％で

ある。

○算式

農家数急減補正係数－１＝｛（Ｂ－Ａ）／Ａ｝×０.９

［算式の符号］

Ａ：２００５年農林業センサスによる農家数

Ｂ：２０００年世界農林業センサスによる農家数

エ　従業者数急減補正

従業者数急減補正は、測定単位である「林業・

水産業及び鉱業の従業者数」の置き換えに伴う

「その他産業」における激変緩和措置として適用さ

れるものである。平成７年国勢調査の数値を基礎

として、平成１２年国勢調査の数値との差に各産業

の従業者１人当たりの所要一般財源の差を反映さ

せ、それぞれ復元率を乗じて得た数値を基礎とし

ている。平成１８年度の復元率は１０％（平成１７年度

２０％）である。

○算式

数値数急減補正係数－１＝

１／Ａ｛（Ｅ／Ｂ－１.４８３）×Ｂ×４.２９

＋（Ｆ／Ｃ－１.２４０）×Ｃ×０.２６

＋（Ｇ／Ｄ－１.４８９）×Ｄ×０.０１｝×０.１

［算式の符号］

Ａ：平成１２年国勢調査による「林業、漁業及び

鉱業の就業者数」

Ｂ：平成１２年国勢調査による「林業の就業者数」

Ｃ：平成１２年国勢調査による「漁業の就業者数」

Ｄ：平成１２年国勢調査による「鉱業の就業者数」

Ｅ：平成７年国勢調査による「林業の就業者数」

Ｆ：平成７年国勢調査による「漁業の就業者数」

Ｇ：平成７年国勢調査による「鉱業の就業者数」
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〔数値急増・急減補正による今年度の府内の増加

需要額は第８表のとおりである。〕

⑤　密度補正

今年度の密度補正単価は第９表のとおりで、主な

改正点は次のとおりである。

ア　下水道費

維持管理経費の実態を反映させるため、排水人

口・排水面積・施設の種類による密度補正が適用

されているが、今年度も実態を勘案し、排水人口

当たり単価と排水面積当たり単価、公共下水道に

対する各施設の維持管理経費比率が次のとおり見

直された。

なお、排水人口で算入される需要額と排水面積

で算入される需要額の比率は、昨年度と同様０.５０：

０.５０とされた。

イ　農業行政費

農業共済事業事務費負担金は、農業災害補償法

に基づき、農業共済組合等及び農業共済組合連合

会が行う事務費を負担するものである。同法上、

一定の農業共済組合においては事業を市町村に移

譲することができるとされており、農業共済組合

から市町村に移譲された事業に係る事務費負担金

５５億円が一般税源化された。

一般財源化額は少額であるが、関係市町村が約

３００団体に限られ、地域的な偏在が大きいことか

ら、農業行政費の単位費用において一般財源化に

伴う所要経費の全額を算入した上で、事業規模

（負担金実績）との相関性が高い「引受延べ戸数」

を用いた密度補正が適用されている。（第１０表）

なお、府内市町村において、農業共済事業を実

施している団体はない。

ウ　その他の土木費

公営住宅家賃対策等補助のうち公営住宅法に基

づく国庫補助負担分（平成１７年度以前に管理開始

された公営住宅に係るものに限る。）、旧公営住宅

法に基づく家賃対策補助分及び平成６年度から平

成１５年度までに供給計画の認定を受けた特定目的

借上公共賃貸住宅等分の６２０億円が一般財源化さ

れた。この補助は、都道府県、市町村のいずれも

が対象となっていたことから、それぞれのその他

の土木費の単位費用において一般財源化に伴う必

要経費の全額を算入した上で、補助金額の算出に

用いられている近傍同種の住宅の家賃や入居者負

担基準額等を用いた密度補正が適用されることと

なった。（第１１表）

なお、昨年度は公営住宅家賃収入補助として、

国庫補助総額６４１億円の２分の１に当たる３２０億円

が、今年度は残り２分の１の３２０億円が一般財源

化されている。

エ　生活保護費

生活扶助基準の改定等に伴い、被生活保護者１

人当たり単価、各種扶助間の単価差率及び各種扶

助人員の推計伸び率について改定が行われた。

オ　社会福祉費

ａ　児童扶養手当

児童扶養手当は、離婚による母子世帯等、父

と生計を同じくしていない児童が育成される家

庭の生活安定と自立促進のために、当該児童の

養育者に支給されるものであり、支給主体は都

道府県（町村分）又は市（市分）となっている。
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従来の負担割合は国３／４・地方団体１／４で

あったが、国１／３・地方団体２／３に変更す

ることとされ、その影響額は１,８５０億円となっ

ている。

そこで、都道府県、市町村それぞれの「社会

福祉費」の単位費用において負担割合の変更に

伴う所要経費の全額を算入した上で、児童扶養

手当支給対象者数を用いた密度補正が適用され

ることとなった。（第１２表）

ｂ　児童手当

児童手当は、家庭における生活の安定と児童

の健全な育成及び資質の向上を目的として、児

童の養育者に対して児童数を基に支給されるも

のである。サラリーマン（公務員を除く。以下

同じ。）家庭及び自営業者家庭に係る給付費のう

ち公費負担分の負担割合について国２／３・都

道府県１／６・市町村１／６であったものが、

国１／３・都道府県１／３・市町村１／３に変

更することとされ、その影響額は１,３５４億円と

なっている。

そこで、都道府県、市町村それぞれの「社会

福祉費」の単位費用において負担割合の変更に

伴う所要経費の全額を算入した上で、修正後支

給対象児童数（全額事業主負担となる児童数を

控除した支給対象児童数に、支給単価の差や公

費負担率の差等を反映するための乗率を乗じて

得た数）を用いた密度補正が適用されることと

なった。（第１３表）

カ　保健衛生費

密度補正Ⅰのうち病院経費については、病床数

単価が４８９千円に改定された。

水道経費については、簡易水道給水人口単価が

４,６２１円に改定された。

密度補正Ⅱについては、昨年度と比較し、目立

った変更はない。（第１４表・第１５表）

⑥　投資補正

投資補正は、測定単位の多寡等により投資的経費
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の割増しを行うものであり、現在「道路橋りょう費」

の他１２費目において適用されている。

改正点の主なものは、以下のとおりである。

ア　道路橋りょう費

平成１６年度に道路整備に係る長期計画の改定に

伴って、投資補正Ⅰの各指標に係る乗率が第１６表

のとおり改定されている。（第１６表）

また、平成１６年度及び平成１７年度においては、

この見直しの影響額を考慮した激変緩和措置とし

て、平成１５年度の投資補正Ⅰの算式による係数と

の差の一定割合を復元する措置が講じられていた

が、平成１８年度より復元措置は講じないこととさ

れている。

イ　都市計画費

平成１６年度より、割り増しの基準値については、

従来の大都市の全地目平均の土地価格から、大都

市の可住地平均の土地価格を用いることとされた。

この見直しによる激変を緩和するため、平成１５
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年度の土地価格比率係数を下回る団体については、

平成１５年度係数の４割（昨年度６割）と平成１８年

度係数の６割（同４割）の合計値を用いることと

されている。

ウ　公園費

投資補正の算式中の土地価格比率の反映に係る

乗率の算定において、土地価格比率の割増基準値

が平成１７年度概要調書の数値に基づき見直されて

いる。

エ　下水道費

高資本費対策に必要な経費を措置するため、地

方公営企業繰出基準による公費負担額の一部が算

入されている。

平成１８年度においては、繰出基準の改正を受け

て、使用料対象資本費単価が４５円／ｍ３以上、使用

料が１３１円／ｍ３以上の下水道事業について、使用

料対象資本費単価（その額に応じた乗率を乗じて

得た額）、有収水量及び使用料単価による割落率を
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第１６表　道路橋りょう費　投資補正Ⅰ係数

第１７表　事業費補正算入率の一覧表
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乗じて得た額が、供用開始後２５年までは０．４５、

２６年から３０年までは０.０９の算入率により算入さ

れている。

オ　農業行政費

農林業センサスが更新されたことに伴い、農家

数減少分の復元率が０．９とされている。

カ　その他の産業経済費

各産業別の従業者数１人当たりの所要一般財源

の差を反映するための補正であり、単位費用にお

ける比率を基に所要の改定が行われている。平成

１８年度も昨年度に引き続き、鉱業者１人当たりの

算入額が削減されている。

キ　その他の諸費（人口・面積）

いずれにおいても、財源対策債の元利償還金相

当額の一部が、平成１８年度より新たに算入されて

いる。

⑦　事業費補正

事業費補正とは、公共事業の地方負担額や地方債

の元利償還金等を用いて、実際の投資的経費に係る

財政需要を交付税算定に反映させる補正である。

費目別の改正点のうち、主なものは次のとおりで

ある。なお、算入率については第１７表に示している。

ア　下水道費

平成１８年度から、下水道事業の資本費（元利償

還金）について、合流式と分流式に区分した上で、

雨水分に対する繰出基準を実態に見合った水準に

見直すとともに、新たに汚水公費分として分流式

の元利償還金に対して処理区域内人口密度等に応

じて繰出基準が設けられた。これに伴い、下水道

事業債の元利償還金の算入率は以下のとおりとさ

れている。

イ　その他の土木費　

平成１８年度から、地域住宅交付金事業に係る地

方債の元利償還金の１０％が新たに算入されること

となった。

ウ　企画振興費

「企画振興費」の事業費補正は、単位費用にお

いて算入された旧地域総合整備事業債（特別分等）

及び地域活性化事業債に係る元利償還金相当分の

過不足を調整するものであるが、今年度は、単位

費用中の元利償還金相当分が５３０円（平成１７年度

４８０円）とされているため、算式もこれに応じた

ものとなっている。

エ　その他の諸費　

平成１８年度から、石綿対策事業に係る地方債の

元利償還金の４０％が新たに算入されることとなっ

た。

⑧　種別補正

種別補正は、測定単位のうちに種別があり、その

種別ごとに単位当たりの費用に差があるものについ

て、その費用の差に応じて測定単位の補正を行うも

のである。

今年度においては、「道路橋りょう費」において、

道府県分の算定における種別補正が廃止されたこと

を踏まえて、国府県道に係る種別補正係数の区分が

廃止された。

「高等学校費」において、単位費用の改定等に伴

い、教職員数を測定単位とするもの及び生徒数を測

定単位とするものについて、種別補正係数が次のと

おり改定された。
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還金の算入率
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公債費については、年次進行に伴う理論償還額の

変動を反映するよう各年度許可債の種別補正係数が

変更されている。なお、市場公募債の理論償還期間

が平成１７年度許可債から３０年に延長されている。

ア　補正予算債償還費

平成１０年度以前許可債については、大きな変更

はない。

平成１１年度以降許可債に係るものについては、

市場公募団体における平成１１年度許可債の理論償

還費を基礎として、種別補正係数が次のとおり改

定された。

なお、基準財政需要額には、平成１１年度及び平

成１２年度許可債に係る元利償還金については８０％

を算入し、平成１３年度以後の許可債に係る元利償

還金については、各々の年度当初における地方負

担額に係る算入率に応じて算入することとされて

いる。

イ　地方税減収補てん債償還費

昭和６０年度許可債の市場公募団体の理論償還費

を基礎として、種別補正係数が次のとおり改定さ

れた。
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「高等学校費（生徒数）」の種別補正係数

「高等学校費（教職員数）」の種別補正係数
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ウ　臨時財政特例債償還費

昭和６３年度許可債の理論償還費を基礎として、

種別補正係数が次のとおりとされた。

エ　財源対策債償還費

平成６年度許可債の市場公募団体の償還費を基

礎として、種別補正係数が次のとおり改定された。
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オ　減税補てん債償還費

平成６年度許可債の市場公募団体の償還費を基

礎として、種別補正係数が次のとおり改定された。

カ　臨時財政対策債償還費

平成１３年度許可債の市場公募団体の償還費を基

礎として、種別補正係数が次のとおり改定された。

（４）臨時財政対策債

臨時財政対策債の発行可能額は、昨年度と同様、

臨時財政対策債発行可能額を算定するための「単価」

を設けた上で、これに「各地方団体の人口」及び

「経常経費に係るその他の諸費（人口）の補正係数」

を乗じることで算定されている。なお、臨時財政対

策債発行可能額の算出に用いる補正係数については、

「その他の諸費（人口）」における加算補正を除くと

ともに、平成１６年度から寒冷補正（平成１３年度から

行っている一括適用分及び平成１６年度に新たに拡大

した一括適用分）における一括適用がないものとし

て算出した補正係数を用いることとされている。ま

た、平成１７年度に新設された経常態容補正係数Ⅰに

ついても、同様に適用がないものとした取り扱いと

されている。

算式は、以下のとおりである。

算式＝Ａ×Ｂ×α×Ｃ

Ａ：人口

Ｂ：経常経費に係る「その他の諸費（人口）」に

おける連乗後補正係数（寒冷補正、及び経

常態容補正係数Ⅰを除く）

Ｃ：単価（９,１０８円）

α：総額に合わせ付けるための率（調整率）

０．９９５３３７６

三位一体の改革も、平成１８年度をもって、第一期

改革の一定の区切りとなった。しかし、その内容は、

３兆円の税源移譲を実現したものの、国庫補助負担

金の改革や、地方交付税総額の削減など、必ずしも

Ⅴ おわりに
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地方の求める内容に適うものではなかった。

平成１８年７月７日閣議決定の「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針２００６」（以下、「骨太の方針

２００６」という。）では、「地方分権に向けて、関係法

令の一括した見直し等により、国と地方の役割分担

の見直しを進める」こととされた。これに向けて、

第１６５回国会では、地方分権改革推進法（平成１８年法

律第１１１号）が成立し、地方が求めていた第二期改革

への大きな一歩が踏み出された。第二期改革では、

抜本的な税財源の見直しとともに、真に地方の自由

度の向上と自主性が尊重される分権改革の実現が期

待されている。

なお、地方交付税の算定においては、算定方法の

簡素化のため、平成１９年度の算定から「新型交付税」

の導入が決定されている。これは、算定の精緻化に

よる個別市町村の行政需要の適切な算定という、こ

れまでの交付税算定の流れを大きく転換するもので

ある。平成１９年度の算定では、基準財政需要額の１

割程度、約５兆円が新型交付税による算定に移行す

ると見込まれているが、以後、分権改革の進展に沿

って、新型交付税のウェイトを高くしていくことも

予定されている。地方分権の進展は、地方交付税の

算定のあり方にも、大きな影響を及ぼしていくもの

である。

一方で、「骨太の方針２００６」には、「国と地方の信

頼関係を維持しつつ、国・地方それぞれの財政健全

化を進める」ことも明記されている。そのための手

法として、地方公務員人件費の削減や、地方単独事

業の見直しが求められている。

平成１９年度の地方財政対策・政府予算案をみると、

以上の方針が次のような形で具体化されている。ま

ず、地方財政計画の規模が６年連続で、地方一般歳

出の水準が８年連続で減少している。社会保障費や

退職手当の増加が見込まれる下で、このような歳出

削減を実現するために、単独一般行政経費や人件費

の抑制が進められている。

次に、地方交付税総額が削減されている。これは、

国・地方の税収の回復を受けて、収支不足額が大き

く改善したためである。ただし、地方税収の回復は、

多くが不交付団体に帰属し、交付団体への恩恵は大

きくはない。財務省による予算説明では、地方財政

は「いわば『赤字国債脱却』に相当する状況」とさ

れている。しかし、引き続き財源対策債１兆５，９００

億円の増発や、既発債の元利償還金等に充てるため

に臨時財政対策債２兆６，３００億円の発行を余儀なく

されており、依然として４兆４千億円の財源不足が

生じていることを忘れてはならない。

今後は、将来の金利上昇が見込まれ、政策金融機

関改革の下で、郵政公社資金の貸付廃止や公営企業

金融公庫の機能が新法人へと移行することもあり、

より市場の信認を得ることが必要となる地方自治体

にとって、平成１９年度地方財政計画が示す姿は、決

して楽観を許さない財政状況であることを示唆して

いる。加えて、新たに整備される財政指標や、自治

体再建法制の見直しにおいても、フロー・ストック

両面からの財政健全化が強く求められることは必須

である。むしろ、市町村にとっては、個別評価がよ

り明らかになり、厳しい選別にさらされる時代の幕

開けとなるのではないだろうか。

経済は明るさを取り戻しつつあるものの、社会経

済環境の変化に対応するため、抜本的な税制の見直

しなど、住民の負担を伴う真の改革は、未だ途上に

ある。しかし、相次ぐ地方自治体における不祥事に

より、住民の地方自治に向ける視線は、かつて無い

ほど厳しい。今後、さらなる税源移譲と、地方分権

を真に実りあるものにするためには、何よりも、地

方自治に対する住民の支持・信頼という確かな基盤

に立つことが必要である。そのためには、特に住民

に身近な自治体である市町村の努力によるところが

大きい。今こそ、住民の信託に応えられる行財政運

営が求められているのである。
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